
経営比較分析表で示す指標の算出方法 
 
 

１ 経営の健全性 

 

 経常収支比率（％） 
経常収益

経常費用
  ×１００ 

（補足説明）  

経常収支比率は、医業費用、医業外費用に対する医業収益、医業外収益の割合を表し、通常の病院

活動による収益状況を表す指標。 

100％以上の場合は単年度黒字を、100％未満の場合は単年度赤字を表すことになる。 

 経常収支比率には、一般会計等からの現実の繰入額の大小が反映されるので、必ずしも病院事業自

体の効率性を表象しない場合があり、経営環境が類似した病院間の比較を行う場合にはむしろ医業収

支比率を用いる方が適切なことも多いことに注意が必要となる。 

医 業 収 支 比 率（％） 

 

医業収益－受託工事収益

医業費用－受託工事費用
  ×１００ 

（補足説明）  

医業収支比率は、病院の収益性をみる際、経常収支比率とともに代表的指標として用いられる。医

業収支比率は医業費用が医業収益で賄われるか、また、どの程度の収益率をあげているかをみるもの

で、これが 100％未満の病院は医業費用を医業収益で賄えないことになり経営は健全でないことにな

る。 

累積欠損金比率（％） 
累積欠損金

営業収益－受託工事収益
  ×１００ 

（補足説明）   

累積欠損金とは、各事業年度において発生した損失（赤字）額を未処理欠損金として振り替えたも

ののうち、繰越利益剰余金等で補てんできなかったものの累積された赤字である。 

 したがって、累積欠損金比率が高いほど、その企業の単年度の営業収益に比べて累積欠損金が多い

ということになる。 

資金不足比率（％） 
資金の不足額     

事業の規模        ×１００ 



（補足説明）  

資金不足比率は、各公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して

指標化し、経営状態の悪化の度合いを示すもので、①地方財政法によるもの、②地方財政健全化法に

よるものの２種類がある（経営比較分析表では、②を表示）。 

①  地方財政法によるもの 

・ 資金の不足額（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の

現在高－流動資産）を事業規模（営業収益－受託工事収益）で除する。 

・ 10％以上の公営企業は、起債に当たって許可制に移行する。 

②  地方財政健全化法によるもの 

・ 資金の不足額は、①から解消可能資金不足額（事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的

に資金の不足額が生じる等の事情がある場合において控除する一定の額）を控除できる。 

・ 宅地造成事業は、流動資産の算定及び事業の規模等について特例あり。 

・ 20％以上の公営企業は、経営健全化計画の策定が義務付けられる。 

 

２ 収入確保・経費節減 

 

病 床 利 用 率（％） 
年延入院患者数 

年延許可病床数 

（補足説明）  

 病床利用率は、病床という施設に対し、利用者である入院患者がどの程度利用したかを示すもので

あり、収益に関する分析の上で、きわめて重要な指標である。 

 

入院患者１人１日当たり診療収入

（円） 

入院収益

年延入院患者数
  

外来患者１人１日当たり診療収入

（円） 

外来収益

年延外来患者数
  

（補足説明）   

患者１人１日当たりの診療収入は患者１人１日当たり診療回数×診療単価によって計算される。こ

の患者１人１日当たり診療収入の額はその病院の医療機能レベルを端的に表現するもので合わせて

受診患者の疾病程度を示す数値として利用されている。病院集団における平均額は一応の水準をみる

ために役立つが、同規模、同レベルの病院の実態を把握するのに適している。 

病床 100 床当たり職員数（人） 
 

×１００ 

年度末（各種）職員数 

    年度末病床数 
×１００ 



患 者 紹 介 率（％） 
 

平 均 在 院 日 数（日） 
年延在院患者数 

（年度中の新入院患者数＋退院患者数）×1/2 

薬品使用効率（％） 
薬品収入

薬品払出原価
  ×１００ 

（補足説明） 

薬品の購入及び使用に伴う収支の状況を示す数値であり、この比率は高いほど良い。 

如何に安く購入しているかという努力度も含まれた比率となる。 

 

文書紹介された患者数及び救急搬送された患者数 

       初 診 患 者 数 


